
コンパクトシティを再考する
～都市の体質改善は進んだのか？～

国土交通技術行政の基本政策懇談会

2018.8.31.
筑波大学 谷口守
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資料3-2_発表資料（谷口委員）
社整審・交政審技術部会第3回国土交通行政の基本政策懇談会

（平成30年8月31日）

← 密

コンパクト

強中心型都市圏 弱中心型都市圏 自動車依存型都市圏

一石八鳥以上を狙うコンパクト化 （Thomson）
2

疎 →
分散

公共交通が主軸

1)賑わい、2)高齢化対応、3)環境、
4)公共交通経営改善、5)インフラ有効活用、
6)健康まちづくり、7)地域シンボル性、

8)自治体財政健全化・・・



内容構成

１）必修科目にはしたけれど

２）集約と言う名の分散？

３）コンパクト＋ネットワーク？

４）自動車型小さな拠点の可能性

５）危ない拠点の話

６）低炭素化幻想？（Static vs. Dynamic)
７）スマート＝コンパクト？

８）「人手」と「予算」

９）自動運転が来ると・・・。

3

節目Ⅰ． 社会資本整備審議会 第２次答申

集約型都市構造（コンパクトシティ）の実現に
向けて(2007.7.） パンフ交付

１）必修科目化にはしたけれど
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◆区域内における居住環境の向上
・区域外の公営住宅を除却し、区域内で建て替え
る際の除却費の補助

・住宅事業者による都市計画、景観計画の提案制
度（例：低層住居専用地域への用途変更）

●立地適正化計画（市町村）
・都市全体の観点から、居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、公共交通の充実に関する包括的なマスター
プランを作成

・民間の都市機能への投資や居住を効果的に誘導するための土俵づくり（多極ネットワーク型コンパクトシティ）

都市機能誘導区域
生活サービスを誘導するエリアと当該エリア
に誘導する施設を設定

◆都市機能（福祉・医療・商業等）の立地促
進
○誘導施設への税財政・金融上の支援
・外から内(まちなか)への移転に係る買換特例
・民都機構による出資等の対象化
・交付金の対象に通所型福祉施設等を追加

○福祉・医療施設等の建替等のための容積率
等の緩和

・市町村が誘導用途について容積率等を緩和す
ることが可能

○公的不動産・低未利用地の有効活用
・市町村が公的不動産を誘導施設整備に提供する
場合、国が直接支援

◆歩いて暮らせるまちづくり
・附置義務駐車場の集約化も可能
・歩行者の利便・安全確保のため、一定の駐車
場の設置について、届出、市町村による働
きかけ

・歩行空間の整備支援

◆区域外の都市機能立地の緩やかなコン
トロール
・誘導したい機能の区域外での立地につい
て、届出、市町村による働きかけ

居住誘導区域
居住を誘導し人口密度を維持するエリアを設定

◆区域外の居住の緩やかなコントロール
・一定規模以上の区域外での住宅開発について、
届出、市町村による働きかけ

・市町村の判断で開発許可対象とすることも可能

◆公共交通を軸とするまちづくり
・地域公共交通網形成計画の立地適正化計画への調和、計画策定支援（地域公共交通活性化再生法）
・都市機能誘導区域へのアクセスを容易にするバス専用レーン・バス待合所や駅前広場等の公共交通施設の整備支援

◆区域外の住宅等跡地の管理・活用

・不適切な管理がなされている跡地に対する市
町村による働きかけ

・都市再生推進法人等（NPO等）が跡地管理を
行うための協定制度

・跡地における市民農園や農産物直売所等の整
備を支援

◆誘導施設への税制支援等のための計画と中活法に基づく税制支援等のための計画のワンストップ申請

※下線は法律に規定するもの

公共交通 維持・充実を図る公共交通網を設定公共交通 維持・充実を図る公共交通網を設定

法律の概要 平成２６年８月１日施行

節目Ⅱ．.都市再生特別措置法等の一部を改正する法律概要
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日経新聞2017.12.26.
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7

全国都市交通特性調査で継続して対象とされる40都市を対象
分析対象期間は1994年から2016年
改訂前の都市マス含め，10000頁以上を対象

大都市圏核都市

札幌 仙台 千葉 横浜

川崎 名古屋 京都 大阪

神戸 広島 福岡 北九州

大都市圏周辺都市
塩釜 所沢 松戸 春日井

宇治 堺 奈良 呉

地方圏都市

弘前 盛岡 湯沢 郡山

宇都宮 上越 金沢 山梨

静岡 岐阜 松江 安来

海南 徳島 今治 高知

南国 熊本 人吉 鹿児島
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コンパクトシティ政策の掲載状況
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コンパクト
シティ

①生活利便性

④地域経済

⑦自然環境保全

⑥エネルギー
/低炭素化

⑤行政運営
③安全・安心
②健康・福祉

8割以上の自治体が都市マスに
コンパクトシティを位置付け

出所：越川知紘・森本瑛士・谷口守：コンパクトシティ政策に対する記述と評価の乖離実態、
－都市計画マスタープランに着目して－、都市計画論文集、No.52-3、2017. 8



コンパクトシティ
位置づけ

都市マス未策定
④地域経済

①生活利便性

⑥エネルギー
/低炭素化

コンパクトシティ
位置づけなし

2002 2007 2012 2016 【凡例】 都市マス改訂 大都市圏都市

大都市圏周辺都市 地方圏都市

大阪

名古屋

所沢

宇治

川崎

広島

静岡

今治

北九州

福岡

湯沢

徳島

上越

盛岡

神戸

横浜

高知

札幌

奈良

海南

千葉

人吉

山梨

堺

安来

鹿児島

弘前

呉

松戸

仙台

松江

熊本

宇都宮

郡山

岐阜

南国

春日井

金沢

塩釜

コンパクトシティ政策の掲載状況

京都

出所：越川知紘・森本瑛士・谷口守：コンパクトシティ政策に対する記述と評価の乖離実態、
－都市計画マスタープランに着目して－、都市計画論文集、No.52-3、2017.
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コンパクトシティ
位置づけ

都市マス未策定
④地域経済

①生活利便性

⑥エネルギー
/低炭素化

コンパクトシティ
位置づけなし

2002 2007 2012 2016 【凡例】 都市マス改訂 大都市圏都市

大都市圏周辺都市 地方圏都市

名古屋

所沢

広島

静岡

北九州

福岡

湯沢

徳島

盛岡

横浜

奈良
人吉

堺

安来

呉

松戸

仙台

松江

熊本

宇都宮

郡山

岐阜

南国

春日井

金沢

塩釜

コンパクトシティの政策記述

鹿児島

札幌

大阪

高知

千葉 山梨

上越

川崎 宇治 弘前

神戸 今治 海南

京都

出所：越川知紘・森本瑛士・谷口守：コンパクトシティ政策に対する記述と評価の乖離実態、
－都市計画マスタープランに着目して－、都市計画論文集、No.52-3、2017.

10



宇治

コンパクトシティ
位置づけ

都市マス未策定
④地域経済

①生活利便性

⑥エネルギー
/低炭素化

コンパクトシティ
位置づけなし

2002 2007 2012 2016 【凡例】 都市マス改訂 大都市圏都市

大都市圏周辺都市 地方圏都市

京都

所沢

広島

静岡

北九州

福岡横浜

奈良
人吉

呉

松戸

塩釜

コンパクトシティの政策記述

鹿児島

札幌

大阪

高知

千葉 山梨

南国金沢

郡山

仙台

岐阜

徳島

盛岡

宇都宮

春日井

海南

名古屋

熊本神戸

川崎

堺

湯沢

松江

安来 弘前

今治

上越

出所：越川知紘・森本瑛士・谷口守：コンパクトシティ政策に対する記述と評価の乖離実態、
－都市計画マスタープランに着目して－、都市計画論文集、No.52-3、2017.
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コンパクトシティ
位置づけ

都市マス未策定
④地域経済

①生活利便性

⑥エネルギー
/低炭素化

コンパクトシティ
位置づけなし

2002 2007 2012 2016 【凡例】 都市マス改訂 大都市圏都市

大都市圏周辺都市 地方圏都市

京都

北九州

人吉

呉

松戸

コンパクトシティの政策記述

鹿児島

大阪

南国金沢

仙台

岐阜

徳島

盛岡

宇都宮

春日井

名古屋

熊本
神戸

郡山

広島 海南
札幌

安来
上越

静岡

福岡

横浜

堺

奈良高知

千葉

宇治

弘前

山梨

川崎 塩釜 所沢

湯沢 今治松江

出所：越川知紘・森本瑛士・谷口守：コンパクトシティ政策に対する記述と評価の乖離実態、
－都市計画マスタープランに着目して－、都市計画論文集、No.52-3、2017.
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日経新聞2018.4.21.
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２）集約と言う名の
分散？

肥後洋平・森英高・谷口守：「拠点へ集約」から「拠点を集
約」へ、－安易なコンパクトシティ政策導入に対する批判的
検討－、都市計画論文集、No.49-3、2014.
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ベルリン・ブランデンブルグ地域
の拠点再編（152→54）

新：LEP B-B(2009)

２階層・54ヶ所

旧：LEP I(1995)

４階層・152ヶ所
15

出所：森本瑛士・赤星健太郎・結城勲・河内
健・谷口守：広域的視点から見る断片化さ
れた都市計画の実態、－市町村マスタープ
ラン連結図より－、土木学会論文集D3、
Vol.73，No.5、2017.

市町村MP連結図に見る
ネットワークの広域整合）

３）コンパクト＋
ネットワーク？

16



出所：森本瑛士・赤星健太郎・結城勲・河内
健・谷口守：広域的視点から見る断片化され
た都市計画の実態、－市町村マスタープラン
連結図より－、土木学会論文集D3、Vol.73，
No.5、2017.
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18

図 栃木県内の代表的な凡例

0

0

0

0

栃木県のケース

出所：森本瑛士・赤星健太郎・結城勲・河内健・谷口守：広域的視点から見る断
片化された都市計画の実態、－市町村マスタープラン連結図より－、土木学会論
文集D3、Vol.73，No.5、2017.



・ネットワークが連続していない

19

⑲壬生町 ⑭下野市

・連続していても位置づけが異なる

出所：森本瑛士・赤星健太郎・結城勲・河内健・谷口守：広域的視点から見る断片化された都市計画の実態、－市町
村マスタープラン連結図より－、土木学会論文集D3、Vol.73，No.5、2017.

• イギリス、小都市センター地区への誘導の例

導入の場合、

• 公共交通型拠点との連動、補完が必要

• 駐車場集約のマネジメント

４）自動車型小さな拠点の可能性

出所：根本拓哉・森本瑛士・川崎薫・谷口守：P&W（Park & Walk)を前提とした自
動車型小さな拠点の成立可能性、土木計画学研究・講演集、Vol.58, 2018.
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クルマ型の拠点もコントロール十分なら有り。
英国カーディフ 都心に駐車場を集中

21

22
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静岡市 津波防災が立地適正化計画の大きな課題

５）危ない拠点の話

24



豊田市中心部（拳母地区）の洪水ハザードマップ 中心市街地から水没する

谷口守・松中亮治・中道久美子：都市コンパクト化政策に対する簡易な評
価システムの実用化に関する研究、－豊田市を対象にしたSLIM CITYモ
デルの応用－、都市計画論文集、No.39-3、2004.

25
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６）低炭素化幻想？
（Static vs. 

Dynamic)
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29

余剰電力

0時 24時

電力消費量

1日の世帯での電力量推移

評価指標：1世帯当たり余剰電力活用可能量

蓄電

放電

1時間単位、1世帯一人ずつ把握
・電力需給状況
・自動車の利用状況

・余剰電力が発生する時間
・電気自動車へ蓄電可能な時間

その電力量

（以下、活用可能量）（以下、活用可能量）

７）スマート＝コンパクト？

出所：谷口守・落合淳太：住宅街区特性から見たスマートグリッド導入適性、
不動産学会誌、Vol.25、No.3、pp.100-109、2011.12. 

0 0.5 1 1.5 2 2.5

Ⅳ-b
Ⅳ-e
Ⅱ-e
Ⅱ-b1
Ⅰ-b1
Ⅲ-b2
Ⅳ-d
Ⅲ-b1
Ⅲ-c
Ⅳ-c
Ⅲ-a
Ⅱ-a1
Ⅲ-e
Ⅳ-a
Ⅰ-a2
Ⅰ-a1
Ⅰ-c
Ⅱ-a2
Ⅲ-d
Ⅱ-c
Ⅰ-e
Ⅰ-b2
Ⅰ-b3

30

適
性

中高層住宅専用
地域６０％以上

（kWh/世帯）

図 技術革新前の段階別活用可能量

STEP1-A
充電・買い物時間変更

STEP2-B
自宅での電力平準化

STEP3-C
街区内での電力融通

STEP3-D
街区内での
電力平準化

Ⅳ-b

Ⅰ-b3

出所：谷口守・落合淳太：住宅街区特性から見た
スマートグリッド導入適性、不動産学会誌、Vol.25-3、2011.



８）「人手」と「予算」

31

過去調査 現在調査

調査期間

サンプル 587（うち公務員442） 635（うち公務員421）

対象者 都市計画担当者（特に公務員を抽出）

調査方法

講演会でコンパクトシティについてレクチャーの機会

・ でアンケートを実施

◎コンパクトシティへの意識（受容性）調査の実施
32

2007.7 ～ 2008.11 2014.11 ～ 2015.10

レクチャー前 レクチャー後

出所：越川知紘・菊池雅彦・谷口守：コンパクトシティ政策に対する認識の経年変化実態、土木学会論文集D3,Vol.73、No.1、2017.



都道府県
市区町村

50万人以上 30万人以上
50万人未満

15万人以上
30万人未満

5万人以上
15万人未満

5万人未満 特別区

北海道
東北

北海道 青森県
福島県 山形県

札幌市 仙台市
郡山市 旭川市
秋田市

盛岡市 山形市
八戸市

天童市 北広島市
南部町 池田町
津別町

-

関東

茨城県 千葉県
東京都 埼玉県
栃木県
神奈川県
群馬県

横浜市 川崎市
千葉市 宇都宮市
相模原市

船橋市 さいたま市
川口市

越谷市 所沢市
市川市 前橋市
高崎市 松戸市
町田市 藤沢市

水戸市 調布市
日立市 つくば市
ひたちなか市
厚木市 三鷹市
鎌倉市 浦安市
市原市 佐倉市
八千代市

平塚市 草加市
茅ヶ崎市 日野市

立川市

足利市 土浦市 坂戸市 島田市
稲城市 羽島市 坂東市 那珂市
筑西市 神栖市 印西市 茂原市
君津市 笠間市 白井市 鉾田市
成田市 我孫子市 袖ヶ浦市
常陸太田市 大網白里市
小平市 和光市 蓮田市
小金井市 旭市

東海村 冨里市
富津市 大子町
鴨川市 潮来市
酒々井町

かすみがうら市

板橋区 葛飾区
渋谷区 荒川区
江戸川区

新宿区 足立区
千代田区

中部

山梨県 静岡県
石川県 長野県
冨山県 新潟県
愛知県

新潟市 浜松市
静岡市 名古屋市

豊田市 富山市
長野市 豊橋市

長岡市 富士市
大垣市 沼津市

刈谷市 掛川市 多治見市
東海市

茅野市 -

近畿

兵庫県 大阪府
和歌山県

京都府 福井県
三重県

大阪市 堺市
神戸市 京都市
姫路市 東大阪市

尼崎市 和歌山市
奈良市 西宮市
豊中市

福井市 明石市
生駒市 八幡市 京田辺市
福知山市 坂井市

越前市 鯖江市 敦賀市

広陵町 日野町
河合町 美浜町
大野市 越前町
若狭町 高浜町
あわら市 菊川市

-

中国
四国

広島県 香川県
岡山県 鳥取県
山口県 島根県

広島市 松山市
高松市 倉敷市
岡山市 金沢市
福山市

鳥取市 今治市
東広島市 徳島市

米子市 津山市 総社市 倉吉市
玉野市

備前市 境港市
江府町 新見市
浅口市 大山町
早島町 伯耆町
勝央町 北栄町
日南町 日吉津村

-

九州
沖縄

沖縄県 長崎県
熊本県 大分県
鹿児島県
福岡県

福岡市 宮崎市
熊本市 北九州市
鹿児島市

久留米市 長崎市
那覇市 大分市

佐賀市
諫早市 佐伯市 始良市 中津市
日田市 別府市 宇佐市

杵築市 臼杵市
国東市 竹田市
日出町

豊後高田市
豊後大野市

-

調査時点 ： 過去・現在両方実施 現在調査のみ 過去調査のみ～
（人口集計時点） （平成27年1月1日） （平成27年1月1日） （平成21年3月1日）--

回答地方自治体一覧 出所：越川知紘・菊池雅彦・谷口守：コンパクトシティ政策に対する
認識の経年変化実態、土木学会論文集D3,Vol.73、No.1、2017.
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自治体職員本音：
コンパクトシティなんて、
どうせできっこない？

2.35

2.93

2.57

1.71

3.15

3.25

2.70

3.64

3.65

3.62

3.73

3.73

4.07

3.36

1 2 3 4 5

A）コンパクトシティに関する知識レベルの認知・表明
（N=926）

B)コンパクトシティ（考え方）を受け入れられるか
（N=923）

C）コンパクトなまちづくり実現のために取り組む気持ち
（N=582）

D）コンパクトなまちづくりの実現可能性
（N=671）

E）コンパクトなまちづくりのための都市基盤整備の必要性
（N=582）

F）コンパクトなまちづくりのための土地利用と
公共交通の一体的整備の必要性

（N=583）

G)自分の役割の重要性認知
（N=585）

OL前

OL後

谷口守・芝池綾：都市コンパクト化政策に対する都市計画行政担当者の態度形成・変容分析、
土木学会論文集D、Vol.64、No.4、2008.
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** : P<0.01 , * : P<0.05

2.45

2.95

2.54

1.69

3.16

3.25

2.68

2.60

2.98

2.62

1.65

3.28

3.40

2.70

1.00 2.00 3.00 4.00 5.00

知識レベルの高さ *

コンパクトな暮らしの重要性

具体的取組への意欲

実現可能性

都市基盤整備の必要性

土地利用・公共交通の必要性 *

自分の役割の重要性

過去調査
現在調査

コンパクトシティへの受容性に関する認識の変容 35

コンパクトシティへの認識の平均得点の変化レクチャー前

越川知紘・菊池雅彦・谷口守：コンパクトシティ政策に対する認識の経年変化実態、
土木学会論文集D3,Vol.73、No.1、2017.

**:p<0.01 :*p<0.05  （過去調査）n=442，（現在調査）n=421

43%

33%

15%

51%
57%

23%

13%

29%

10%

12%

1%

24%

34%

23%

9%

47%

52%

18%

9%

40%

27%

15%

0%

5%

0% 20% 40% 60%

予算の欠如**
既存事業・計画の存在**

都市計画上の手法の欠如*
知識の不足

市民の無理解

議員の反対

市長の政策との不一致

部署間の調整の問題**
人手不足**

担当者の異動による影響

障害はない

その他**

過去調査
現在調査

対市民：居住誘導に対するアレルギー

業務

制度

理解度

コンパクトシティ実現への障害の変化

越川知紘・菊池雅彦・谷口守：コンパクトシティ政策に対する認識の経年変化実態、
土木学会論文集D3,Vol.73、No.1、2017.

政策へ関わる都市計画担当者が障害の変化を実感

レクチャー後
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各自治体の一般会計に占める公共交通政策への支出割合
出所：日本都市センター、都市自治体による持続可能なモビリティ政策、2018. 37

38９）自動運転が来ると・・・ 都市属性との関係

SDC利用意向率 と 自動車運転距離

移動を自動車で行う人が多い
都市で受け入れられやすい

年間運転距離が長い都市
ほど自動運転利用意向率高

さらなる自動車
依存の進行？

交通弱者問題
改善への期待

東京23区

横浜市

亀山市

札幌市

宇都宮市

伊那市

北九州市

福岡市

熊本市
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京都市

宇治市

明石市

小樽市

出所：香月秀仁・川本雅之・谷口守：自動運転
車の利用意向と都市属性との関係分析、－
個人の意識，交通行動に着目して－、都市計
画論文集、No.51-3、2016.



自動車トリップ数 必要車両数

環境負荷(自動車CO₂排出量) 駐車時空間

自動運転＋ライドシェアリングになると (茨城県南） 39

✓ライドシェア成立で

1割のトリップ数削減

✓現状の3割の車両数で運行可能

⇒7割の車両は節約可能

✓合計走行時間は約6割増
原因：RS時の回送&配車時の空走

✓車両を節約することで駐車車両が

消費していた8割の空間の節約が可能

0 10 20 30 40 50 60 70

現状

導入後

[万台]

7割削減

160 165 170 175 180 185 190

現状

導入後

[万ト リ ッ プ ] 0

SA利用ト リ ッ プ RS成立による集約分

0 10 20 30 40 50 60

現状

導入後

[万台・ 日]

8割削減

0 1,000 2,000 3,000

現状

導入後

乗客有り 乗客無し (空送)

[t-CO2]

6割増

出所：香月秀仁・東達志・谷口守：郊外間交通へのシェア型自動運転車の導入可能性、
-トリップの時空間特性・個人属性の観点から-、都市計画論文集、No.52-3、2017. 

ご清聴
ありがとう

ございました
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